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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見

監 査 意 見 処 理 状 況 等

知事部局への教職員派遣とその成果の活

用等について

教育委員会では、知事部局からの要請 ・県教育委員会から知事部局へ教員を異動さ

を受けて、福祉相談センターや児童相談 せる際の基本的な考え方としては、知事部

所などへ教職員を派遣し、教育現場と福 局からの要請を受けて、知事部局の該当所

祉保健部を始めとする知事部局の業務と 属において、教員の専門性などが求められ

の連携を図っているところである。 るポストに対して、教員を異動しているも

こうした知事部局で業務に従事した教 のである。

職員については、教育の現場に復帰した ・平成２８年６月に作成した「教員のキャリ

ときに、派遣により培ったキャリアを学 アデザインの手引き」において、大学や国

校経営や地域、関係機関との連携などに の機関、社会教育施設等への研修・派遣と

大いに発揮できる貴重な人材として期待 あわせて、県教育委員会事務局や知事部局

されるところである。 等での行政経験についても、教職資質の充

しかしながら、現状では、こうした知 実を、その目的として明確に位置づけてい

事部局への教職員派遣の成果は、主に復 るところであり、今後もこの「手引き」等

帰先である学校内にとどまる傾向にある をもとに、教員自らがキャリアデザインを

ことから、派遣で得られる成果の状況等 描き、めざす将来像に向かって、主体的に

に応じて、貴重な経験をより幅広く活か 教育実践やキャリアアップが図られるよう

す方策を検討していくことも必要と考え 取り組んでいきたい。

る。 ・また、教員が知事部局へ異動する際の基本

ついては、知事部局へ派遣される教職 的な異動ルートは「学校⇒知事部局⇒学

員については、あらかじめ資質向上等の 校」となるが、本人の意欲、適性等を踏ま

目的を明確にするとともに、復帰後の配 えながら「学校⇒知事部局⇒県教委事務局

置先や培った成果を広く活用する方策な ⇒学校」などのルートでの異動を行うなど

ど教育現場の改善や資質向上につながる して、教員が培った経験を最大限に活かす

有効な還元方策について検討されたい。 ことができ、かつ教育現場に有効に還元す

ることができるよう努めているところであ

るが、今後も適材適所の配置を行いつつ、

教員が知事部局における行政経験で培った

成果をより有効かつより広く教育現場で活

用することのできる配置を行っていきた

い。

・なお、平成２８年度末人事異動において

は、知事部局へ派遣していた教職員のう

ち、全て（２名）を教育委員会事務局へ配

置した。

（３）決算監査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 該当なし



３ 組織及び業務調べ

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

特別支援教育課 総務担当 ○予算、決算に関すること。
○特別支援学校児童生徒の通学支援に関すること。
○特別支援学校免許状の授与等に関すること。

○公立の特別支援学校及び特別支援学級の幼児、児童及び生徒

の就学奨励に関すること。

管理担当 ○県立特別支援学校の設置、廃止及び管理の指導に関すること。

（H29.4.1 組織改 ○県立特別支援学校の教職員の定数及び任免その他の人事に関す

正により教育人材開 ること。

発課へ移管 ○県立特別支援学校の教職員の組織する職員団体に関すること。

○特別支援学校教職員の給与、手当、服務等に関すること。

指導担当 ○公立の特別支援学校の教育課程、学習指導、生徒指導及び職業

指導に関すること。

○公立の特別支援学校の教科用図書及び教材の取扱いに関するこ

と。

○幼稚園、小学校、中学校、高等学校における特別支援教育体制

の整備に関すること。

○免許法認定講習開催に関すること。

企画担当 ○鳥取県教育審議会（特別支援教育部会）答申のフォローアップ

に関すること。

４ 職員の定員、現員調べ

事務職員 技術職員 現業職員 計
種 別 備 考

区 分 29.4.1 28.4.1 29.4.1 28.4.1 29.4.1 28.4.1 29.4.1 28.4.1

現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ８ １１ ８ １１

現 員 ８ １１ ８ １１

過不足(△) ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０

非常勤職員 １ ０ １ ０ （一般事務）

５ 役付職員の調べ （平成２９月８月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考
年 月

参事監兼課長 足立 一穂 １ ４

課 長 補 佐 福田 高之 ０ ４



６ 主な事業に関する調べ

（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決 算 額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

発達障がい児童生徒等支援事業 10,634 7,905 2,729

将来ビジョン Ⅵ 育む (2)「人財・鳥取」の推進

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

小・中・高等学校等に在籍する児童生徒に対して、一貫した支援を行うために早期からの指

導・支援の充実を図るとともに、特別支援教育の総合的な推進体制の整備の充実を図るための

支援を行う。

（イ）事業の実施状況

（１）発達障がい教育拠点（白兎・倉吉・県立米子養護学校）において、通級指導教室担当者を

各校１名ずつ配置し、通級による指導を実施した。

白兎養護学校：小学生６名、中学生３名

倉吉養護学校：小学生９名、中学生８名

県立米子養護学校：小学生１４名、中学生２名

（２）小・中・特別支援学校の教員をＬＤ等専門研修として鳥取大学地域学部（３名）及び兵庫

教育大学（１名）に派遣した。

（３）中・特別支援学校の教員３名を教育相談等研修として、鳥取大学医学部に派遣した。

（４）県内小中学校等に＊ＬＤ等専門員を１２名配置し、発達障がいのある児童生徒等への支援

を行った。

（５）国委託事業「発達障がいの可能性のある児童生徒に対する早期継続支援事業」を受託し、

２市（鳥取市・倉吉市）を推進地域に指定し、小学校低学年における読み書き指導の充実

を図った。

（６）国委託事業「通級による指導担当教員専門性向上事業」を受託し、研修会や先進地視察等

を行い、＊通級指導教室の担当者の専門性向上を図った。

（７）福祉保健部が作成した「発達障がいハンドブック」を増刷し、県内小中高特別支援学校の

教職員に配布した。

（８）東・中・西部地区の各圏域において、ＬＤ等専門員や＊特別支援教育コーディネーター等

による「特別支援教育連絡会」を開催し、地域の特別支援教育体制の充実を図った。

＊ＬＤ等専門員：

発達障がいのある又は可能性のある生徒及びその在籍校の教職員、保護者等への相談活動や

理解啓発に当たるとともに、学校へ出かけて特別支援教育の校内支援体制の機能の充実に向け

て支援を行う。（巡回相談、依頼相談、研修会講師等を実施）

＊通級指導教室：

通常の学級に在籍している障がいのある児童生徒に対して、障がいの状態に応じて特別な指

導を行う教室のこと。障がいによる学習上又は生活上の困難を克服・改善することを目的に実

施している。

＊特別支援教育コーディネーター：

特別支援学校のセンター的機能を発揮するために、校内の連絡調整や体制整備、地域の小中

学校等への教育相談、必要な助言・支援を行っている。

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

特になし



ウ 成 果

・＊校内委員会の年間計画への位置づけ、個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成者数の増

加等、校内体制の整備が進んできている。

区分 小学校 中学校 高等学校 算出方法

Ｈ28.9.1現在 96.8％ 98.3％ 90.5％ 作成学校数

該当児童生徒がいる学校

・国委託事業の活用により、小学校低学年におけるひらがな読みの困難さに対する早期発見・早

期支援の必要性の理解が広がり、取組の拡充につながってきた。

＊校内委員会：

児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行うために、校内に設置している委員会

エ 課 題

・特別支援教育に関する校内支援体制は充実してきているが、教職員の発達障がいに対する基礎

的な知識・技能や指導力には、まだ温度差があるとともに、学校間の差が見られる。校内研修

会の活性化や関係機関との連携等を充実するためにも、特別支援教育主任が校内外の連絡調整

等の時間確保に配慮できるような校内体制や人的環境整備の必要がある。

・発達障がいの診断のある児童生徒の増加や二次障がいの未然予防のために、通級指導教室の拡

充が引き続き必要であるとともに、担当者の養成・育成を計画的に行う必要がある。

・個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成は進んできているが、校種間や学年間の移行時の

活用や個別の教育支援計画を踏まえた個別の指導計画の充実に至っていない状況もあり、機会

を捉えた教職員や保護者への理解啓発が必要である。



（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決 算 額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

地域で進める特別支援教育充実事業 10,867 4,939 5,928

将来ビジョン Ⅵ 育む (2)「人財・鳥取」の推進

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

「共生社会」の形成に向けた＊インクルーシブ教育システム構築のために、障がいのある幼児児童生

徒の自立と社会参加を目指した地域の体制づくりを進める。

＊インクルーシブ教育システム：

障がいのある者とない者が共に学ぶ仕組み

（イ）事業の実施状況

（１）鳥取市・智頭町・境港市・南部町に＊早期支援コーディネーターを配置し、就学前からの

一貫した支援体制の構築を図った。

（２）北栄町・琴浦町に＊合理的配慮協力員を配置し、学校等における助言・支援を行い、地域

内の連携強化を図った。

（３）日吉津村立小学校に学校看護師を配置し、医療的ケアを必要とする児童への対応支援を行

った。

（４）特別支援学校（鳥取聾学校、白兎・倉吉・県立米子養護学校）に＊専門家（ＰＴ・ＯＴ・

ＳＴ）を配置し、センター的機能の向上に努めた。

＊早期支援コーディネーター：

地域内の関係部局・機関等と連携し、特別な支援を必要とする子どもの就学先決定の支援等

早期からの教育相談・支援を行う。

＊合理的配慮協力員：

学校内外・関係機関との連絡調整や学校への支援等を行い、特別な支援を必要とする子ども

に対して合理的配慮の提供の充実を図る。

＊専門家（ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ）：

ＰＴ：理学療法士、ＯＴ：作業療法士、ＳＴ：言語聴覚士

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

特別支援学校のセンター的機能を充実するため、障がいの種類に応じた専門家の配置及び活用

を進めた。

ウ 成 果

・早期支援コーディネーターや合理的配慮協力員の配置により、教育委員会と福祉部局の連携強

化が進み、就学前から就学後への円滑な移行や教育相談の充実につながってきている。

・市町村立学校に学校看護師を配置する際の経費助成を行うことで、医療的ケアを必要とする児

童生徒への合理的配慮につながっており、他地域のモデルにもなりつつある。

・特別支援学校への専門家配置により、特別支援学校の教職員の専門性向上に繋がってきている。

エ 課 題

・幼児児童生徒の障がいの状態の重度化・多様化に伴い、地域内の早期からの教育支援体制の充

実がますます求められており、市町村内への効果的な人的配置や関係機関との連携をさらに強

化する必要がある。

・特別支援学校の教職員の専門性向上をさらに進め、センター的機能の充実を図り、地域内の助

言機能の強化を図る必要性がある。

・幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じるために、基礎的環境整備や合理的配慮に関する

情報収集を行うとともに、理解啓発や効果的な情報提供を行う必要がある、



（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決 算 額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

特別支援学校生徒の職場定着推進事業 7,367 7,367

将来ビジョン Ⅵ 育む (2)「人財・鳥取」の推進

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

＊琴の浦高等特別支援学校に「定着支援コーディネーター」を配置し、特別支援学校高等部の企業

への就職が内定した生徒を中心に、在学中及び卒業以降、企業や関係機関等と連携を図り、職場定着

の充実を目指した支援体制の構築を図る。

＊琴の浦高等特別支援学校：

知的障がいのある高校生を対象とし、就職に向けた専門的な教育を行うことにより、一般

企業等への就職や社会的自立をめざす高等部だけの特別支援学校で、平成25年度に開校。

（イ）事業の実施状況

琴の浦高等特別支援学校に２名の＊定着支援コーディネーターを配置し、在学中及び卒業後

の職場定着の支援を行った。

＊定着支援コーディネーターの職歴：

企業等で障がい者の就労支援に関する実務経験又は企業等で人事管理等の実務経験がある

人

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

琴の浦高等特別支援学校の第１期生が卒業した年度でもあり、４月から定着支援コーディネーターを配

置した。

ウ 成 果

・定着支援コーディネーターにより、在学中の生徒の実態把握や信頼関係づくりを行い、進路

先との関係づくりにつながってきている。

・定着支援コーディネーターの配置により、卒業生や企業への支援を実施し、学校への情報の

フィードバックを行うことができるようになった。

エ 課 題

・近年、特別支援学校生徒の企業就労志望者は増加傾向にあり、企業への就職率も近年充実し

ているところではあるが、離職者や転職を繰り返す卒業生も少なくない状況があり、職場定

着を目指した取組の強化が必要である。

・琴の浦高等特別支援学校だけでなく、県内全域において配置をする必要がある。



（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決 算 額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

特別支援学校就労促進事業 12,385 6,310 6,075

将来ビジョン Ⅵ 育む (2)「人財・鳥取」の推進

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

特別支援学校生徒の「働きたい」という願いや夢を実現し、企業等への就労を促進する。

（イ）事業の実施状況

（１）卒業生の就労促進及び実習受け入れ等に係る職場開拓や、作業学習等への助言を行うた

め、白兎養護学校、倉吉養護学校、琴の浦高等特別支援学校に就労サポーターを配置し

た。

（２）県内３地域で就労促進セミナーを開催した。

東部地区 日 時：平成２８年７月１４日（木）

会 場：鳥取聾学校

参加者：事業所７３名（６１社）、関係機関２２名、保護者６名、

その他８２名、合計１８３名

中部地区 日 時：平成２８年６月７日（火）

会 場：倉吉養護学校

参加者：事業所４９名（４４社）、関係機関６３名、保護者１０名、

その他１０名、合計１３２名

西部地区 日 時：平成２８年９月１４日（水）

会 場：県立米子養護学校

参加者：事業所５０名（４２社）、関係機関１６名、保護者５６名、

その他１３名、合計１３５名

（３）特別支援学校キャリア教育推進検討会を開催し、各学校の学部間の系統性や重点について

研修・協議を行った。

（４）特別支援学校教員２名をジョブコーチセミナー（JC-NET主催）に派遣した。

（５）特別支援学校進路担当者情報共有会を年間５回開催した。

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

特になし

ウ 成 果

・平成２８年度卒業生について、ある一定の就職者数、就職率、希望者就職率を維持してい

る。

卒業者数：１３７名（前年度：１３０名）

就職者：５９名（前年度：６１名）

就職率：４３．１％（前年度：４６．９％）

希望者就職率：８６．８％（前年度Ｈ２７：８５．９％）

エ 課 題

・これまでの取組の成果により、特別支援学校卒業生の就職率の向上・維持につながっているが、職

場定着に向けた在学中からの取組の充実が必要である。

・就労サポーターと定着支援コーディネーターの役割を整理し、配置の在り方を検討し、学校から職

場へのより効果的で円滑な移行や職場定着への支援を行う必要がある。



（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 決 算 額

国庫支出金 そ の 他 一般財源

鳥取発！スポーツでつながる共生社会充 3,280 1,900 1,380

実事業

将来ビジョン Ⅵ 育む (2)「人財・鳥取」の推進

政 策 項 目

（概 要）

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

特別支援学校の学校体育施設を拠点として、特別支援学校の在校生及び卒業生、地域住民等が、障が

いのあるなしに関わらずスポーツの楽しさを共に味わいながら、体力の向上や豊かな生活の実現、共生

社会の実現を目指す。

（イ）事業の実施状況

（１）倉吉養護学校、皆生養護学校、県立米子養護学校の体育館を拠点として、＊スポーツリー

ダーを中心に、在校生、卒業生、地域の方と一緒にスポーツ活動を実施した。

（２）琴の浦高等特別支援学校の生徒を、居住地にあるスポーツクラブ（卓球）につなぐ支援を

行った。

（３）特別支援学校運動・スポーツ推進協議会（平成29年1月31日）を実施し、特別支援学校幼

児児童生徒が卒業後も運動・スポーツに主体的に取り組むための在学中の指導・支援につ

いて協議した。

＊スポーツリーダー：

地域のスポーツクラブ・各スポーツ協会の指導者

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

平成２８年度新規事業

ウ 成 果

・倉吉養護学校、皆生養護学校、県立米子養護学校の体育施設において、地域のスポーツクラ

ブや地域ボランティアの協力を得ながら、在校生や卒業生が継続的にスポーツ活動ができる

仕組みを作ることにつながった。

啓発

協力

指導者

スポーツリーダー

在 校 生

・地域住民
・卒業生

・地域ボランティア
・学生ボランティア特別支援学校体育施設を

拠点として活動

鳥取発！スポーツでつながる共生社会充実事業イメージ図（学校拠点型）

・事業実施に係る調整
・地域の啓発研修 など

・指導者派遣
・道具の貸出 など



・琴の浦高等特別支援学校の生徒をモデルに、が地域にあるスポーツクラブに参加できるよう

に、関係クラブの指導者と学校が連携した取り組みを行った。

エ 課 題

・特別支援学校卒業後のスポーツ活動の場はまだ十分ではなく、継続的にスポーツ活動を実施するの

が困難であり、障がい児者のスポーツ環境の充実が必要である。

・障がいの特性を理解した外部指導者を増やしていくことが必要である。

鳥取発！スポーツでつながる共生社会充実事業イメージ図（地域参加型）

啓
発

協力コーディネーター

在 校 生
・地域住民
・卒業生

学校で指導

地域で活動

居住地の体育施設
での活動

・事業実施に係る調整
・地域の啓発研修 など

・指導者派遣
・道具の貸出 など



７ 決算調書

一般会計（歳入） （単位：円）

予 算 現 額

区 科 目 継続費及び 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 備 考

分 当初予算額 補正予算額 繰越事業費 計

繰越財源充当額 Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

教育手数料 0 0 0 0 6,420 6,420 0 0

教育費国庫負担金 40,889,000 △2,034,000 0 38,855,000 32,769,717 32,769,717 0 0

歳

教育費国庫補助金 23,614,000 △2,032,000 0 21,582,000 24,382,000 24,382,000 0 0

入 教育費委託金 23,427,000 0 0 23,427,000 17,274,284 17,274,284 0 0

物品売払収入 0 0 0 0 19,919 19,919 0 0

雑入 672,000 △6,000 0 666,000 891,643 891,643 0 0

合 計 88,602,000 △4,072,000 0 84,530,000 75,343,983 75,343,983 0 0

一般会計（歳出） （単位：円）

予 算 現 額 決算額の内訳

区 科 目 継続費及び 予 備 費 決算額 翌 年 度 差引増減額 備 考

分 当初予算額 補正予算額 繰越事業費 支出及び 計 本 庁 出納機関 繰 越 額

繰 越 額 流用増減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

歳 教育振興費 434,686,000 △57,296,000 0 0 377,390,000 328,872,209 65,744,945 263,127,264 0 48,517,791

特別支援

学校費 19,050,000 △2,434,000 0 0 16,616,000 8,788,162 2,199,030 6,589,132 0 7,827,838

出

合 計 453,736,000 △59,730,000 0 0 394,006,000 337,660,371 67,943,975 269,716,396 0 56,345,629



８ 事業別実施状況調べ （単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果・不用額

（教育振興費）

県版特別支援学校 604,000 277,412 0 326,588 特別支援学校に在籍する生徒が身に

技能検定実施事業 付けた知識・技能、態度等を、一定の

基準により評価し認定する「鳥取県特

別支援学校技能検定」（清掃部門・喫

茶サービス部門）を実施し、６２名の

生徒が受検した。

不用額：委員への報酬の未執行

特別支援学校児童 25,388,000 21,816,980 0 3,571,020 県立特別支援学校の児童生徒が、日

生徒支援事業 常生活において身近に体験できる通学

の場を活用し、自力で公共交通機関を

利用して通学できる力を養うよう自立

支援員による通学の案内等を行った。

遠隔地から就学している児童生徒

で、通学バスや公共交通機関での通学

が困難な児童生徒に対し、自動車を使

用した通学のための送迎を行った市町

村に対して助成を行った。

県立特別支援学校 150,339,000 145,017,966 0 5,321,034 養護学校における児童生徒の通学の

通学バス運行管理 安全確保及び保護者の負担軽減に努め

委託事業 た。

５校 19路線

乗車人数 258人

特別支援学校早朝 1,582,000 1,307,998 0 274,002 早く登校した児童生徒に対し、学校

子ども教室モデル 受入時刻までの間、ＰＴＡやボランテ

事業 ィア団体が学校内の教室を利用し、自

立活動等の支援を行った。

鳥取養護学校 204日/年

倉吉養護学校 189日/年

就学奨励費 109,504,000 85,589,681 0 23,914,319 特別支援学校へ就学する幼児、児

童、生徒の保護者の経済的負担を軽減

する ため、就学に対する助成を行っ

た。

・補助対象経費：教科用図書購入費、

学校給食費、通学費、修学旅行費、

学用品購入費等（助成者数720人）

不用額：実績減

被災児童生徒等特 85,000 0 0 85,000 東日本大震災及び熊本地震において

別支援教育就学奨 被災した児童生徒が特別支援学校に通

励事業 学する際の保護者の経済的負担を軽減

するため、就学に対する助成を行う。

不用額：対象児童生徒なし



（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果・不用額

特別支援学校にお 7,136,000 7,078,860 0 57,140 特別支援学校において、タブレット

けるＩＣＴ教育充 端末等のＩＣＴを活用した教育を推進

実事業 するため、民間委託によるＩＣＴ支援

員を配置し、各学校への訪問や情報共

有用ホームページの作成を行った。

委託先：ドリームオンライン

訪問回数：270回

障がい者理解啓発 1,257,000 488,382 0 768,618 鳥取盲学校と青翔開智中学校とが、ゴ

を進めるスポーツ ールボールやフロアバレーを通じた交

振興事業 流を行った。また、障がい者スポーツ

協会の委託により、「レッツプレイス

ポーツ事業」を実施し、運動に親しむ

きっかけづくりを進めた。

不用額：備品を購入しなかったことに

よる実績減

特別支援教育充実 12,646,000 10,547,604 0 2,098,396

費 就学支援委員会を開催し、障がいのある児童生徒の適切な就学

の推進を図るとともに、幼稚部・高等部・専攻科への入学者募

集や選抜の実施を行った。また、児童生徒のおかれた様々な状

況に適切に対応するため、教育相談の充実や医療的ケアに係る

体制整備も進めた。

（１）就学支援委員会の開催

年３回開催（10月27日、12月20日、１月19日）

委員（15名）：医師、学識経験者、児童福祉施設等職員

（２）いじめや不登校などの未然予防及び個に応じた対応の充

実をめざし、県立特別支援学校5校がHyper-QUを年1回実施し

た。

（３）特別支援学校医療的ケア運営協議会の開催

年2回開催（7月12日、9月2日）

委員9名（医師、看護師、学識経験者、保護者等）



（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

特別支援教育にお 14,729,000 8,650,921 0 6,078,079

ける専門性向上事 特別支援学校や小中学校等の教職員の専門性と授業力を向上

業 させるために、長期研修派遣や授業実践等に取り組んだ。

（１）授業力向上事業実践検討会の開催

年4回開催（平成28年5月23日、9月12日、11月21日、

平成29年2月13日）

（２）特別支援学校教育職員免許法認定講習の実施

実施講習：

・特別支援教育の基礎理論に関する科目（１単位分）

・特別支援教育領域に関する科目（８単位分）

・免許状に定められることとなる特別支援教育領域以

外の領域に関する科目（１単位）

開催時期：平成28年7月30日～平成29年1月8日のうち20日間

開催場所：県立福祉人材センター 他

受 講 者：特別支援学校教諭、小・中・高等学校教諭、

常勤講師、非常勤講師（延べ人数445人）

（３）大学等長期研修への派遣

内留（島根大学1名、淑徳大学1名）

特別支援教育総合研究所専門研修（2ヶ月間 6名）

長期社会体験（企業等 1年1人・6ヶ月3人）

（４）理療科・寄宿舎の教職員の研修への助成

（５）医療的ケアに係る看護師研修の実施や研修派遣

不用額：長期研修等の実績減による

特別支援学校生徒 3,564,000 3,564,000 0 0 平成２６年度に整備した特別支援学

情報共有システム 校生徒情報共有システムに係る改修を

改修事業 行った。

(主)発達障がい児 12,103,000 10,633,860 0 1,469,140 「主な事業に関する調べ」のとおり

童生徒支援事業

(主)地域で進める 11,309,000 10,866,533 0 442,467 「主な事業に関する調べ」のとおり

特別支援教育充実

事業

(主)特別支援学校 8,485,000 7,366,281 0 1,118,719 「主な事業に関する調べ」のとおり

生徒の職場定着推

進事業

(主)特別支援学校 12,658,000 12,385,150 0 272,850 「主な事業に関する調べ」のとおり

就労促進事業

(主)鳥取発！スポ 6,001,000 3,280,581 0 2,720,419 「主な事業に関する調べ」のとおり

ーツでつながる共

生社会充実事業 不用額：委託業務の実績減

目 計 377,390,000 328,872,209 0 48,517,791



（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越 差引残額 事業の計画と実績・成果

額

(特別支援学校費)

共生社会をめざす 1,499,000 1,028,523 0 470,477 各特別支援学校における児童生徒の

文化・芸術活動支 実態に応じた活動に対して、講師の派

援事業 遣等の支援を行った。

不用額：行事への参加をとりやめた

ための残

手話で学ぶ教育環 15,117,000 7,759,639 0 7,357,361 手話普及コーディネーターの配置や

境整備事業 手話普及支援員の募集・登録（89人）

を行うともに、県内小学校１年生への

手話ハンドブックの配布、小学校への

指文字タペストリーの寄贈（３年計画

の２年目）を行った。

手話普及支援員の派遣状況

学校数：72校（H27：67校）

のべ回数：234回（H27：217回）

不用額：手話普及支援員の実績減

目 計 16,616,000 8,788,162 0 7,827,838





９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ

（１）継続費逓次繰越調べ 該当なし

（２）繰越明許費調べ 該当なし

（３）事故繰越調べ 該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ

収 入 科 目
件数 単 価 証紙はりつけ額 備 考

目 節 細節 （円） （円）
教育手数料 教育手数料 証明書

発行手数料 5 650 3,250

計（節） 5 650 3,250

本庁執行分計（目） 5 650 3,250
鳥取盲学校、米子養護学校、琴の浦高等特別

出納機関執行分計（目） 2,100 支援学校

目 計 5,350

合 計 5,350

１２ 収入事務処理状況調べ
（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 （単位：円）
収 入 科 目

件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考
目 節 細 節

教育手数料 教育手数料 証明書発行 鳥取県手数料徴
手 数 料 5 3,250 3,250 0 0 収条例

計（節） 5 3,250 3,250 0 0

本庁執行分計（目） 5 3,250 3,250 0 0
鳥盲、米養、皆生、

出納機関執行分計（目） 7 3,170 3,170 0 0 琴の浦

目 計 12 6,420 6,420 0 0

合 計 12 6,420 6,420 0 0



（４）財産収入 （単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

物品売払収入 冊子「手話ハンドブ
物品売払収入 6 19,919 19,919 0 0 ック（入門編）」

冊子「手話ハンドブ
ック（活用編）」

計（節） 6 19,919 19,919 0 0

本庁執行分計（目） 6 19,919 19,919 0 0

出納機関執行分計（目） 0 0 0 0 0

目 計 6 19,919 19,919 0 0

合 計 6 19,919 19,919 0 0

（５）寄付金 該当なし

（６）諸収入
（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節
鳥取県教育職員免許 免許法認定講習

雑 入 雑 入 445 222,500 222,500 0 0 法認定講習実施要領 受講料

平成２７年度国庫補助
事業の額の再確定に伴

1 1,620 1,620 0 0 う返納金

本庁執行分計（目） 446 224,120 224,120 0 0
鳥取盲学校

出納機関執行分計（目） 667,523 667,523 0 0 鳥取聾学校
鳥取養護学校
白兎養護学校
倉吉養護学校
皆生養護学校
米子養護学校
琴の浦高等特別支援学
校

目 計 891,643 891,643 0 0

合 計 891,643 891,643 0 0



（７）現金の取扱状況

ア 現金取扱状況 （単位：円）

収 入 科 目 （ 節 ） 収 入 済 額 備 考

雑 入
2 2 2 , 5 0 0 ( 4 4 5 件 ) 免 許 法 認 定 講 習 受 講 料

合 計 2 2 2 , 5 0 0 ( 4 4 5 件 )

イ つり銭の状況 該当なし

１３ 税外収入未済額調べ 該当なし

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし



１６ 債務負担行為の状況調べ

設定状況 執行（支出）状況
事業名 種別 当該事業の 設定年度 債務負担行為の期間 合 計 備考

議 決 期 間 限度額 契約額等 の執行額 27年度までの 28年度 29年度以降の 計
Ａ 執行額 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

円 円 円 円 円 円 円 円
県立特別支援 委託料 平成28年 平成29年 4,765,000 5,718,000 953,000 0 4,765,000 4,765,000 5,718,000
学校情報共有 当初 ～
用ホームペー 平成33年
ジ運用保守委
託

皆生養護学校 委託料 平成26年 平成27年 24,456,000 0 8,947,260 8,947,260 0 17,894,520 17,894,520
通学バス運行 11月 ～
管理業務委託 平成28年

皆生養護学校 使用料 平成26年 平成27年 9,420,000 0 1,884,000 1,884,000 5,652,000 9,420,000 9,420,000
通学バス賃借 及び賃 11月 ～
料 借料 平成31年

鳥取養護学校 委託料 平成27年 平成28年 48,327,000 0 0 12,893,904 32,218,000 45,111,904 45,111,904
通学バス運行 11月 ～
管理業務委託 平成30年

県立特別支援 委託料 平成27年 平成28年 161,317,000 0 0 120,477,555 0 120,477,555 120,477,555
学校通学バス 11月
運行管理業務
委託

県立特別支援 委託料 平成28年 平成29年 128,915,000 0 0 0 128,915,000 128,915,000 128,915,000
学校通学バス 11月
運行管理業務
委託

皆生養護学校 委託料 平成28年 平成29年 28,038,000 0 0 0 28,038,000 28,038,000 28,038,000
通学バス運行 11月 ～
管理業務委託 平成31年

合 計 405,238,000 953,000 10,831,260 144,202,719 199,588,000 354,621,979 355,574,979



１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ
（１）負担金

予算科目 予算額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支出金額 支出の根拠法令 備 考
（目） 名等(規約、要領

（教育振興費） 等を含む)

新規以外のもの
790,250

本庁執行分計 790,250
鳥取盲学校、鳥取聾学校、鳥取

出納機関執行分計 280,000 養護学校、皆生養護学校、米子
養護学校、琴の浦高等特別支援
学校、米子東高等学校、日野高
等学校

目 計 1,070,250

合 計 1,070,250

（２）補助金
予算科目 （教育振興費）
① 国 補 分 （単位：円）
補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況
の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考
補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額
年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

教育支援体制整備費補助 鳥取市 11,007,435 H28. 4. 1 H29. 3.31 文書ＩＤ
金（インクルーシブ） 16-00065635
市町村におけるインクル 外６件 （補助率：2/3） H28. 4. 1 H29.3.23外
ーシブ教育の体制整備の 7,306,000 精 H29.5.9 7,306,000
推進

H28. 6.22 H29.3.23外 H29. 3.31

他の地方公共団体のみに
交付するもので交付決定
額（変更後）が3,000万
円未満のもの 0
本庁執行分計 7,306,000
出納機関執行分計 0

国 補 分 計 7,306,000
表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。



② 単 県 分 （単位：円）

補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況

の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

（補助金等の創設年度） 交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考

補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額

年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

市町村等が行う特別支援 智頭町 19,704,775 (H28. 4. 1) H29. 4.24外 文書ＩＤ

学校児童生徒通学支援事 H29. 2. 8 概 H28. 6.16 1,400,000 16-00018937

業交付金（１６年度） 外７件 (H28. 4.14 外) 精 H28. 8.10 83,200

H29. 2.13 概 H28.10.19 1,400,000

市町村やＮＰＯ法人等が (補助率：定額) 戻入 H29. 3.17 -444,230

行う特別支援学校の児童 19,704,775 (H28. 5. 6) H29.4.19外 戻入 H29. 5.15 -61,600

生徒に対する通学支援の H29. 3. 2外 精 H29. 5.19 17,327,405

事業に助成する。

他の地方公共団体のみに

交付するもので交付決定

額（変更後）が3,000万 0

円未満のもの

本庁執行分計 19,704,775

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 19,704,775

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。



予算科目 （特別支援学校費）
① 国 補 分 該当なし

② 単 県 分 （単位：円）

補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況

の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

（補助金等の創設年度） 交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考

補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額

年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

手話検定・通信講座受講 文書ＩＤ

等助成金 16-00147615

個 人 51,300 H29. 1.17外 精 H29. 2.17 51,300

全国手話検定試験の受検 (補助率:10/10)

に係る費用の助成 H29. 2. 3

51,300

他の地方公共団体のみに

交付するもので交付決定

額（変更後）が3,000万

円未満のもの 0

本庁執行分計 51,300

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 51,300

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。
２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）
予算科目

① 国 補 分 該当なし

② 単 県 分 該当なし

（３）交 付 金 該当なし



（４）委 託 料 （単位：円）
当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了
単県 約の相 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考

（目） の別 手方 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額
(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

(教育振興費) 国補 発達障がいの可能性 鳥取市外 (H28.6.9) H28.6.9～ ― H29.3.31 文書ＩＤ
のある児童生徒早期 6,706,000 H29.3.31 （免除） 精 H29.4.27 6,137,219 16-
支援研究事業 随 H29.3.31 00036620

事業の実
施希望の
あった市
町村への
委託

国補 鳥取発！スポーツで 一般社団 (H28.6.7) H28.6.7～ ― H29.3.8 文書ＩＤ
つながる共生社会充 法人山陰 2,315,901 H29.2.28 （免除） 外 概 H28.8.25 2,315,901 16-
実事業業務委託 リンクの H28.6.7～ 随 H29.3.15 戻入 H29.3.23 -437,612 00036489

会外 H29.3.25 外 戻入 H29.4.4 -2,993 日常的に
学校と連
携し、子
ども達の
ニーズに
合ったス
ポーツの
提供がで
きる団体

単県 特別支援学校生徒情 株式会社 3,564,000 (H28.10.7) H28.10.7～ H28.10.7 H29.2.28 文書ＩＤ
報共有システム改修 アクシス 3,564,000 H29.2.28 （免除） 精 H29.3.31 3,564,000 16-
事業 随 H29.2.28 00094479

契約の相
手方が作
成したシ
ステムの
ため

単県 鳥取県教育職員免許 有限会社 1,004,400 (H28.6.24) H28.6.24～ H28.6.20 H29.1.8 文書ＩＤ
法認定講習運営業務 アクティ 966,600 H29.1.8 (免除) 精 H29.1.23 966,600 16-

ブ・プロ 制限付 H29.1.20 00046327



当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況
予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了

単県 約の相 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考
（目） の別 手方 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額

(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

単県 特別支援学校ＩＣＴ ドリーム 3,713,040 (H28.4.1) H28.4.1～ H28.3.30 H29.3.31 文書ＩＤ
サポート事業委託 ・オンラ 3,713,040 H29.3.31 （免除） 概 H28.6.1 3,713,040 15-

イン 随 H29.3.31 00182409
ＩＣＴ支
援員が在
籍する県
内唯一の
業者

単県 特別支援学校ＩＣＴ ドリーム 1,390,500 (H28.9.23) H28.10.1～ H28.9.21 H29.3.31 文書ＩＤ
情報共有ホームペー ・オンラ 1,390,500 H29.3.31 （免除） 精 H29.4.28 1,390,500 16-
ジ開発・運用業務 イン 随 H29.3.31 00087303

ＩＣＴ支
援員が在
籍する県
内唯一の
業者であ
る。

単県 特別支援学校学習用 ドリーム 1,684,800 (H28.9.27) H28.10.1～ H28.9.21 H29.2.28 文書ＩＤ
アプリケーション開 ・オンラ 1,684,800 H29.2.28 （免除） 精 H29.4.10 1,684,800 16-
発・運用業務 イン 随 H29.3.14 00087339

ＩＣＴ支
援員が在
籍する県
内唯一の
業者であ
る。

予定価格が50万

円未満のもの 963,964

本庁執行分計 20,295,419
特別支援

145,847,170 学校５校
出納機関執行分計 (鳥養、白

兎、倉吉、

皆生、米子)

目 計 166,142,589

合 計 166,142,589



１８ 工事請負費調べ

（単位：円）

予算科目 国補 工 事 名 当 初 契 約 入札等年月日 支 出 状 況 実 地 変 更 備 考

（目） 単県 (起工年月日) （契約年月日） 工 期 (契約保証金 完 成 ( 解 除 )

の別 設計額 契約額 納付等年月日) 請 負 人 支 年月日 金 額 年月日 の 理 由

変 更 契 約 （最終） 出 検 査 ・ 内 容

(変更年月日) （契約年月日) 工 期 契約形態 区 年月日

設計額 契約額 分

( ) ( ) ～ ( )

教育振興費 単県 1,380,000 教育環境

( ) ( ) ～ 課へ配当

替

本庁執行分計 1,380,000

出納機関執行分計

目 計 1,380,000

合 計 1,380,000



１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産 該当なし

（２）金券類の受払状況
ア 金券の受払状況

(平成２９年３月３１日現在）
本 年 度 中

種 別 前年度末 本年度末 備 考
購 入 額 使 用 額

円 円 円 円
郵便切手及び 2,336 6,584 8,360 560
郵便はがき

合 計 2,336 6,584 8,360 560

イ タクシーチケットの受払状況

（平成２９年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数 本 年 度 中 本年度末未使用枚数

購 入 枚 数 使用枚数及び金額

枚 枚 44 枚 枚

69 0 88,730 円 25

（３）基 金 該当なし

（４）債 権 該当なし

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
（１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし
（２）物品の照合
照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個 数

平成28年5月12日 無

２７ 貸付金等状況調べ 該当なし



２８ 職員旅費の執行状況調べ

（１）旅行伺の事前承認

旅費システムで ①のうち履歴で ①のうち②以外で 特別な理由もなく事前承

旅行総件数 発令日が出発日 事前承認が確認 緊急等特別な理由 認がされていない件数 備 考

より遅い件数 ① できた件数 ② があった件数 ③ （①－②－③）

278 2 0 0 2

（２）旅費概算払の精算等

ア 概算払の精算が旅行完了日の翌日から２週間以上経過しているもの（零精算を除く） 該当なし

イ 精算払が旅行完了日の翌日から30日以上経過しているもの 278件中26件

（３）旅費の計算

用 務 先 旅 行 期 間 用 務 内 容 支出金額 備 考

福岡県須恵町ほか H28.12.20～H28.12.21 通級指導担当者専門性充実に係る視察研修 49,049円

愛知県名古屋市 H29. 1. 5～H29. 1. 6 平成２８年度合理的配慮普及推進セミナー 40,325円

高知県高知市ほか H28.12.20～H28.12.21 病弱特別支援学校の施設等視察 33,365円

東京都千代田区ほか H28.12.13～H28.12.14 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議 18,472円

東京都千代田区ほか H29. 3.22～H29. 3.23 平成２８年度第２回高等学校における通級による指導に 17,210円

関する研修会

（４）旅費の適正執行の取組状況等

毎週１回、朝礼時に旅行伺の事前申請、期限内の精算・復命について、職員へ周知している。

○ 意見、要望等

（１）業務に関する意見、要望等 特になし

（２）監査委員事務局に対する要望等 特になし


